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飯盛斎場建て替えに伴う事業者選定支援業務仕様書 

 

この仕様書は、飯盛霊園組合（以下「組合」という。）が推進する斎場建替整備及び維持

管理・運営を行う事業（以下「本事業」という。）について、民間事業者の募集・選定に係

る支援業務を行うに当たり、業務の内容等を示すものである。 

 

１ 業務の目的 

本業務は、組合が「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律

（平成１１年法律第１１７号。以下「ＰＦＩ法」という。）」の規定に準じて、ＤＢＯ（公

設民営）方式で本事業を実施するにあたり、実施方針の作成・公表から特定事業の選定及

び事業者の募集・選定・契約に至る一連の業務を、ＤＢＯ方式等に関する幅広い知識と経

験を有し、課題分析及び解決を的確に行うことができる能力を有する者の支援を受け、円

滑に実施することを目的とする。 

 

２ 業務名称 

飯盛斎場建て替えに伴う事業者選定支援業務 

 

３ 業務期間 

契約締結の翌日から令和７年１月３１日まで 

 

４ 委託料の支払方法 

・令和 5 年度 支払限度額（￥１６，９７９，０００）の範囲内で、令和６年２月まで

の出来高部分に応じて部分払。（支払時期：令和６年３月予定） 

・令和６年度 契約金額から部分払を控除した額（支払時期：令和７年２月予定） 

 

５ 業務内容 

（１）実施方針の作成及び公表に係る支援 

① 実施方針等の作成 

令和４年度に組合が作成した飯盛斎場建替計画に基づき、本事業の事業概要、事

業スケジュール及び応募者の参加資格要件等を整理し、ＰＦＩ法第５条を踏まえ

た実施方針及びリスク分担表を作成するとともに、同時に公表を予定する要求水

準書の検討、作成支援を行う。 

② 実施方針への質問・意見に対する回答支援 

公表された実施方針に関し、民間事業者から提出された質問及び意見を整理し、

質問に対しては回答書案を作成する。 

（２）特定事業の選定支援 



① ＶＦＭの精査等 

過年度に算定した概算事業費をベースに、事業スキームや要求水準書の検討、物

価情勢を踏まえた概算事業費の精査、設定を行う。なお、組合と協議・調整の上、

当該概算事業費の精査及び再計算に大きな影響を与える工種については、一式計

上とはせずに概算数量を算出することなどにより、概算事業費の精度の向上を図

るものとする。 

以上を踏まえ、組合が令和４年度に実施した飯盛霊園組合斎場建替計画につい

て、算定条件及び算定過程を精査し、ＶＦＭの再算定を行うこと。 

② 特定事業の選定案の作成 

ＶＦＭの精査を踏まえ、本事業を特定事業として選定する理由を整理し、ＰＦＩ

法第７条を踏まえた特定事業の選定に関する公表文書案を作成し、債務負担行為

に係る支援を行う。 

（３）募集条件の検討と募集書類の作成 

① 入札説明書の作成 

本事業の事業者を募集する入札手続きについて、本事業の事業概要、事業スケジ

ュール、応募者の参加資格要件、提案書の作成要領、提案金額の算定方法等を整理

し、入札説明書を作成する。 

② 要求水準書の作成 

本事業で整備する新斎場についての設計及び建設に係る要求水準、及び供用開

始後の新斎場について、民間事業者の創意工夫の発揮を意図した性能発注の視点

に留意して検討を行い、要求水準書を作成する。 

③ 基本協定書（案）及び基本契約書（案）等の作成 

組合と選定事業者間で締結する事業契約書等について、事業契約締結までの手

続等を検討し、基本協定書（案）を作成する。併せて、実施方針のリスク分担表、

並びに実施方針に対する民間事業者からの質問・意見等を踏まえ、民間事業者の履

行業務内容、サービス購入料支払、契約の終了及び債務不履行、法令変更及び不可

抗力発生時の取扱い等を検討し、基本協定書（案）を作成する。その他、設計・建

設工事請負契約書（案）、維持管理・運営業務委託契約書（案）等を作成する。 

④ 落札者決定基準の作成 

価格要素と非価格要素を総合的に評価する総合評価方式による審査を実施する

ために、審査項目、審査項目ごとの評価の視点・配点、審査方法等を検討し、落札

者決定基準を作成する。 

⑤ 様式集の作成 

参加資格の確認に関する提出書類及び事業者の提案書の様式について、必要な

記載事項等を整理し、様式集（応募者提案様式）を作成する。 

（４）入札説明会の開催支援及び入札説明書等への質問に対する回答支援 



組合が、入札公告後の入札に関する札説明会を開催する場合は、必要に応じて説明会

の支援を行う。 

公募開始時に公表した資料（入札説明書、様式集、要求水準書、契約書案、基本協定

書案及び落札者決定基準）に関し、民間事業者から提出された質問を整理し、関係各課

の意向を踏まえ、質問に対する回答書案を作成する。なお、応募事業者との個別対話を

含めて質問回答は複数回実施する。また、必要に応じて入札説明書等の修正を行う。 

（５）事業者提案の審査支援 

① 提案書の整理及び審査支援資料の作成 

応募者から提出された提案書の審査を支援するための審査補助資料（提案内容

の整理、価格審査の整理など）を作成する。また、審査委員会における審査結果を

踏まえ、審査講評の作成を支援する。 

② 事業者提案に基づくＶＦＭの算定 

選定された事業予定者の提案内容を踏まえて、事業者提案に基づくＶＦＭ算定

を行い、ＰＦＩ法第１１条に基づく公表資料を作成する。 

（６）審査委員会の設立及び運営支援 

民間事業者選定に係る審査委員会の設立及び運営について支援する。 

実施方針への意見、募集公告前の事業者選定基準の決定、提案受付後の評価等に関し

て各回における委員会資料の作成、出席、委員会議事録の作成等の運営支援を行う。 

（７）契約締結に係る支援 

① 民間事業者との契約調整に係る支援 

選定された民間事業者と組合の契約締結に向けて、契約書（案）についての最終

的な疑義を調整し、組合と民間事業者の契約締結に関する支援を行う。 

② 弁護士による支援 

契約書（案）の作成や選定事業者との契約の締結にあたり、専門的な助言を受け

るために、ＰＦＩ事業の経験を有する弁護士の協力を得て、必要となる支援を行う。 

（８）報告、説明に係る支援 

組合からの求めに応じて、本業務の進捗状況について正副管理者（守口市、門真市、

大東市及び四條畷市の長及び四條畷市の副市長）、議会、地元団体などへの報告、説明

に係る資料等の作成、支援を行う。 

（参考）会議開催予定 

  正副管理者会議  令和５年６月下旬、１１月下旬、 

 令和６年２月下旬、６月下旬、１１月下旬 

組合議会   令和５年７月下旬、１２月下旬、 

 令和６年３月下旬、７月下旬、１２月下旬 

地元団体     令和５年７月下旬、１１月下旬 

 令和６年７月下旬、１１月下旬 



 

６ リーガルチェック 

契約書（案）の作成などについては、受託者（以下「受注者」という。）の責任におい

て、法務担当技術者のリーガルチェックを行うこと。 

法務担当技術者は、組合との打ち合わせなどの出席、組合との直接の連絡を必要とする

ものではない。（管理技術者等の担当者が法務担当技術者に対しリーガルチェックを依頼

する方式など、受注者の責任においてリーガルチェックを行うこと。） 

 

７ 打合せ協議 

受注者は、月１回以上の打合せ協議等を基本とし、その都度、その内容を記録した打合

せ議事録を組合に提出し、承認を受けなければならない。 

 

８ 再委託について 

受注者は、次に掲げる業務の主たる部分について再委託することはできない。 

（１）実施方針や要求水準書等、事業発注に必要となる資料の作成及び進捗等業務管理 

（２）委員会、打合せの出席と配付資料作成等（議事録作成は除く） 

なお、前述の主たる部分以外については、専門業者等への再委託を可能とするが、再

委託する業務範囲及び選考する業者について、事前に組合の承諾を得ること。 

 

９ 資料の貸与と返却 

組合は、本業務の遂行上必要な資料を有している場合には受注者に貸与する。受注者は、

貸与を受けた場合には貸与を受けた資料のリストを提出するとともに、組合が指定する

期日までに資料を返却しなければならない。 

 

１０ 秘密の保持 

（１）受注者は、業務の遂行上知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。また、本業

務遂行にあたっては、組合と十分な協議を行い、特定の事業者に有利あるいは不利が生

じないよう留意し、コンサルタントとしての中立性を遵守しなければならない。 

（２）受注者は、本業務を処理するに当たって知り得た個人情報を他に漏らし、又は目的

外に使用してはならない。この契約が終了、又は解除された後においても同様とする。 

（３）受注者は、業務に係る電子データ等の流出が無いようにセキュリティーを万全にす

ること。 

（４）受注者は、当該事業における民間事業者の選定に応募又は参画してはならないほか、

応募又は参画しようとする民間事業者のコンサルタント等になってはならない。 

 

 



１１ 成果品 

業務内容を整理・検討し、報告書として取りまとめ、以下の様式にて提出する。 

（１）Ａ４版、縦型、横書き、左綴じ、ファイル綴りにて６部 

（２）電子データ（ＣＤ－Ｒ又は DVD－R） ２枚 

 

１２ 完成検査 

受注者は、業務完了後、所定の手続きを経て検査を受けるものとし、組合の検査合格を

もって引渡しとする。なお、令和６年２月までの成果（出来高）について年度成果品とし

て納めるものとする。 

 

１３ 疑義の解釈 

本業務の遂行にあたり疑義が生じた場合には、組合と受注者の協議によるものとする。

但し、業務遂行上必要と認められる軽微な事項については、受注者の費用及び責任におい

て実施するものとする。 

 

１４ その他注意事項 

（１）本業務の遂行に当たっては、必要に応じて関係機関と十分協議の上で進めること。 

（２）本業務に係る成果品の著作権は、組合に無償で譲渡すること。 

（３）受注者は、成果品の納入後であってもその不備が発見された時は、速やかに受注者

の費用を持って訂正すること。 

（４）受注者は、本業務の引渡しが終了した場合であっても、組合から本業務について説

明を求められたときは、誠意をもって応じなければならない。 

 

１５ 想定スケジュール 

令和５年度 ＶＦＭ（事業費）精査の完了 

実施方針の公表 

予算編成（債務負担） 

特定事業の選定・公表、入札公告 

令和６年度 事業者決定 

契約締結 

 


